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Ⅰ 調査概要

１．調査の目的

土地に対する国民の意識は、所有にこだわらず目的に応じて賃貸を活用するなど、

選択の幅が広がっている。このような中、契約の期間満了後確実に土地が返還され、

事業の初期投資コストが低い定期借地権は、土地の有効活用を促進する土地活用手

法の一つである。地方公共団体等公的主体においても、定期借地権により未利用土

地を有効活用し、地域の活性化や都市再生がなされることが期待される。

このようなことから、定期借地権のより円滑な活用のための基礎資料として、定

期借地権の活用の状況を把握することが重要である。このため、全国の地方公共団

体等公的主体が行っている定期借地権の活用実態について、調査・整理するもので

ある。

２．調査の手法

平成２３年に公的主体により新規供給された定期借地権付住宅（一戸建持家（建

築条件付土地を含む）、分譲マンション及び賃貸マンション・アパート）及び施設（住

宅を併設した複合施設を含む）について、公的主体を対象にアンケート調査を実施

し、回答された調査票について集計を行った。

３．集計結果に対する留意点

（１）調査対象時期

平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までに、住宅においては販売ま

たは入居募集の開始、施設においてはプロジェクトの開始がなされたものを対象に

している。

（２）調査対象団体

調査対象団体となる公的主体とは、全国の地方公共団体（都道府県、市町村）及

び公社等（地方住宅供給公社、土地開発公社、（独）都市再生機構等）を指す。

（３）調査対象事例

調査対象事例となる活用事例とは、「公的主体が土地を所有し、自ら定期借地権付

住宅、施設を供給したもの」、「公的主体が所有する土地を民間事業者等へ定期借地

権で貸し付けたもの」及び「公的主体が民間等の土地を定期借地権で借地し、住宅、

施設を建設したもの」の３種類を指す。

（４）重複の排除

公的主体による住宅、施設等の新規供給実績については、公的主体が土地を所有

して他の公的主体に貸し付けたもの（地方公共団体が所有する土地を公社等に貸し
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付けた場合など）は、同一事例について双方から、貸し付けた場合、借地した場合

として回答されるため、重複を排除し、このような回答については土地を貸し付け

た公的主体の供給実績として計上した。

（５）販売単位

アンケート調査においては、供給された住宅の属性は、販売単位（同一の建売住

宅又はマンション等で同時に販売又は入居者募集がされた住宅群）毎に把握してい

るため、基本的な属性分析は販売単位を用いて行い、必要な場合に限り戸数換算し

て行った。

（６）プロジェクト

施設の属性については、プロジェクトを単位として集計した。１プロジェクトに

複数の施設がある場合の用途は、主要なもの（面積が最大のもの）をそのプロジェ

クトの用途とした。

なお、施設の供給数については用途別に実数を計上した。（表２６、表４３参照）

（７）地域別カテゴリー

首都圏：茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

中部圏：静岡県、愛知県、三重県、岐阜県

近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

その他：その他の道県

４．調査票の配布回答状況

アンケート調査は全国の公的主体２，７６５団体に対して調査票を発送して実施し

た。回答は１，７８３団体からあり、回答率は６４．５％であった。その内訳は下表

のとおり。
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表 1 回答状況

調査対象
団体数

団体回答数
（うち活用事例有）

回答率

2765
1783
（32）

64.5

計 1742
1308
（24）

75.1

都道府県 47
46

（3） 97.9

市（含特別区） 810
647
（20）

79.9

町 748
516
（1） 69.0

村 184
99

（0）
53.8

1023
475
（8）

46.4公社等

地
方
公
共
団
体

全体

注：東京電力福島第一原子力発電所事故により指定された、警戒区域および計画的避難区域にあ

る７自治体は調査対象か除いた。

表 2 「活用事例有」と回答した団体の地域別状況

合計 首都圏 中部圏 近畿圏 その他

32 12 2 3 15

100.0 37.5 6.3 9.4 46.9

24 10 1 3 10

100.0 41.7 4.2 12.5 41.7

3 0 0 0 3

100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

20 10 1 3 6

100.0 50.0 5.0 15.0 30.0

1 0 0 0 1

100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

0 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

8 2 1 0 5

100.0 25.0 12.5 0.0 62.5

市（含特別区）

町

村

地
方
公
共
団
体

公社等

全体

計

都道府県
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II 調査結果のポイント

１．土地の貸付・借用状況

平成２３年に定期借地権の活用実績があったのは全国で３２団体、そのうち土地

の貸し付けのみ行っているのが２８団体、土地の借用のみ行っているのが３団体、

土地の貸し付け、借用ともに行っているのが１団体となっている。

表 3 土地の貸付・借用状況（上段：団体数、下段：％）

土地を貸し付けている 土地を借用している
土地を貸付、

かつ借用している
32 28 3 1

100.0 87.5 9.4 3.1

土地の貸付・借用状況
合計

２．建物用途

平成２３年に供給された定期借地権付住宅は６６戸で、その内６６戸が一戸建持

家、分譲マンション、賃貸マンション・アパートは０戸となっている。（表４参照）

定期借地権付の施設は５５施設が新たに供給されており、用途別に見ると小売が

１９施設、工場が１３施設と多く、医療福祉８、オフィス５、教育２と続き、飲食、

庁舎が１、その他が４、用途不明が２となっている。（表２３、表４０参照）

なお、用途不明は、アンケート調査で「無回答」だったものである。

３．借地権の種類

定期借地権付住宅（貸し付けの場合のみ）はすべて一般定期借地権となっている。

（表１１参照）

土地を貸し付けている施設の場合は、一般定期借地権が９プロジェクト、事業用

定期借地権が３９プロジェクトと事業用定期借地権が圧倒的に多い。（表２５参照）

また、借用している場合は、一般定期借地権が１プロジェクト、事業用定期借地権

がそれぞれ３プロジェクトとなっている。（表４２参照）

４．借地期間

定期借地権付住宅の一戸建持家の平均借地期間は５０年７ヶ月（最長で５３年）

となっている。（表１７参照）

土地を貸し付けている施設の場合、事業用定期借地権の平均借地期間は１８年２

ヶ月（最長３５年）、一般定期借地権では５０年３ヶ月（最長５２年）となっている。

（表３１参照）また、土地を借用している場合は事業用定期借地権で２７年（最長

３２年）、一般定期借地権では５５年１ヶ月（最長も５５年１ヶ月）となっている。

（表４５参照）
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５．地域

地域別の供給量を見ると、定期借地権付の一戸建住宅（６６戸）は三大都市圏以

外のその他の地域で５５戸と多くが供給されており、残り１１戸は首都圏となって

いる。中部圏、近畿圏で定期借地権付住宅の供給はなかった。（表６参照）

施設については、全体の半分近くの２３施設（４１．８％）がその他の地域で供

給されており、首都圏が１９施設（３４．５％）、近畿圏が１１施設（２０．０％）

と続いて、中部圏では２施設（３．６％）となっている。（表９参照）
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III 調査結果

１．定期借地権付住宅・施設の供給状況

（１）住宅の供給状況

表 4 住宅の供給状況（上段：戸数、下段、％）

一戸建て 分譲マンション

22,373 11,641 1,939 8,793

100.0 52.0 8.7 39.3

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

300 300 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

119 70 0 49

100.0 58.8 0.0 41.2

237 173 40 24

100.0 73.0 16.9 10.1

863 606 212 45

100.0 70.2 24.6 5.2

1,837 1,310 392 135

100.0 71.3 21.3 7.4

2,296 1,931 292 73

100.0 84.1 12.7 3.2

1,824 1,632 192 0

100.0 89.5 10.5 0.0

2,095 1,996 53 46

100.0 95.3 2.5 2.2

1,657 1,528 129 0

100.0 92.2 7.8 0.0

1,189 629 303 257

100.0 52.9 25.5 21.6

1,562 371 52 1,139

100.0 23.8 3.3 72.9

721 174 0 547

100.0 24.1 0.0 75.9

2,610 286 0 2,324

100.0 11.0 0.0 89.0

3,622 7 235 3,380

100.0 0.2 6.5 93.3

812 290 39 483

100.0 35.7 4.8 59.5

563 272 0 291

100.0 48.3 0.0 51.7

66 66 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0

平成２１年

平成２２年

平成２３年

平成１７年

平成１８年

平成１９年

平成２０年

平成１３年

平成１４年

平成１５年

平成１６年

持家
合計 賃貸

合 計

平成５年

平成６年

平成７年

平成８年

平成９年

平成１０年

平成１１年

平成１２年

注：アンケート調査のため、実際に回答した団体は年により異なる。
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表 5 地域別供給量（上段：販売単位数、下段：％）

合計 一戸建て 分譲マンション
賃貸マンション

アパート

7 7 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0

2 2 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

5 5 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0

三
大
都
市
圏

その他の地域

全体

住宅

首都圏

中部圏

近畿圏

表 6 地域別供給量（上段：戸数、下段：％）

合計 一戸建て 分譲マンション
賃貸マンション

アパート

66 66 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0

11 11 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

55 55 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0
その他の地域

住宅

全体

三
大
都
市
圏

首都圏

中部圏

近畿圏

注：公的主体が別の公的主体へ貸し付けている場合は、供給量の重複を排除した。（Ⅰ３.（４）重複の排除、参照）
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（２）住宅以外の供給状況

表 7 住宅以外の活用状況（上段：戸数、下段：％）

合 計
平成
16年
まで

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

供給
時期
不明

1,208 425 115 117 181 148 107 55 55 5

100.0 35.2 9.5 9.7 15.0 12.3 8.9 4.6 4.6 0.4

注：平成２０年と２１年は貸付件数のみ。借受件数は含まない。

全 体

注：アンケート調査のため、実際に回答した団体は年により異なる。

表 8 地域別供給量（上段：プロジェクト数、下段：％）

52

100.0

19

36.5

2

3.8

11

21.2

20

38.5

全体

三
大
都
市
圏

その他の地域

首都圏

中部圏

近畿圏

注：公的主体が別の公的主体へ貸し付けている場合は、供給量の重複を排除した。（Ⅰ３.（４）重複の排除、参照）

注：土地を貸付けている場合と借用している場合の合計

表 9 地域別供給量（上段：施設数、下段：％）

55

100.0

19

34.5

2

3.6

11

20.0

23

41.8

近畿圏

全体

三
大
都
市
圏

その他の地域

首都圏

中部圏

注：公的主体が別の公的主体へ貸し付けている場合は、供給量の重複を排除した。（Ⅰ３.（４）重複の排除、参照）

注：土地を貸付けている場合と借用している場合の合計
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２．定期借地権付住宅の供給実態

今回のアンケート調査では、平成２３年中に定期借地権付住宅を供給したとして回答

があったのは、全て土地を貸している事例で、土地を借りている事例はなかった。

（１）一戸建

① 権利の種類

表 10 権利の種類（上段：販売単位数、下段：％）
合 計 地上権 賃借権 無回答

7 0 7 0

0.0 100.0

6 0 6 0

0.0 100.0
平成２２年

平成２３年

② 借地権の種類

表 11 借地権の種類（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
一般定期借

地権
建物譲渡特
約付借地権

無回答

7 7 0 0

100.0 0.0

6 6 0 0

100.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成２２年

平成２３年

③ 従前の土地の用途

表 12 従前の土地の用途（上段：販売単位数、下段：％）

合 計 住宅用地 学校用地
その他の

公共公益施設
農地 空地 その他 無回答

7 2 0 0 4 0 0 1

33.3 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0

6 0 0 0 4 2 0 0

0.0 0.0 0.0 66.7 33.3 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成２３年

平成２２年

④ 事業の方式

表 13 事業の方式（上段：販売単位数、下段：％）
合 計 代理 転売 転貸 直営 その他 無回答

7 0 1 0 6 0 0

0.0 14.3 0.0 85.7 0.0

6 0 1 0 5 0 0

0.0 16.7 0.0 83.3 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成２２年

平成２３年
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⑤ 建築の方式

表 14 建築の方式（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
建築条件付
（請負）

建売 その他 無回答

7 1 3 3 0

14.3 42.9 42.9

6 1 2 3 0

16.7 33.3 50.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成２３年その他は売建２、建築条件無し１、である。

平成２３年

平成２２年

⑥ 敷地面積

表 15 敷地面積（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
100㎡
未満

100～120
㎡未満

120～160
㎡未満

160～200
㎡未満

200～250
㎡未満

250～300
㎡未満

300㎡以上 無回答
平均
(㎡)

7 0 0 0 2 0 0 3 2

0.0 0.0 0.0 40.0 0.0 0.0 60.0

6 0 0 0 0 1 3 2 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 40.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

306.8

平成２２年

平成２３年

382.8

⑦ 延床面積

表 16 延床面積（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
100㎡
未満

100～125
㎡未満

125～150
㎡未満

150㎡
以上

無回答
平均
（㎡）

7 0 5 0 0 2

0.0 100.0 0.0 0.0

6 0 2 0 0 4

0.0 100.0 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成２２年

平成２３年 116.0

109.5

⑧ 借地期間

表 17 借地期間（上段：販売単位数、下段：％）

合 計 50年
50年超
51年
未満

51年
51年超
60年
未満

60年超 無回答 平均 最長

7 0 1 5 1 0 0

0.0 16.7 83.3 16.7 0.0

6 2 0 4 0 0 0

33.3 0.0 66.7 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成２２年

平成２３年 50年7ヶ月 53年

50年7ヶ月 51年

⑨ 一時金

表 18 一時金（上段：販売単位数、下段：％）
合 計 保証金（敷金） 権利金 前払賃料 一時金無し 無回答

7 6 0 0 1 0

85.7 0.0 0.0 14.3

6 6 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成２２年

平成２３年
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表 19 土地の実勢価格別保証金（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
250万円
未満

250～
500万円
未満

500～
1000万円

未満

1000～
1500万円
未満

1500～
2000万円
未満

2000万円
以上

無回答
平均
（万円）

422 92 154 119 36 9 12 0 573.2

21.8 36.5 28.2 8.5 2.1 2.8

7 4 3 0 0 0 0 0 221.0

57.1 42.9 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 ー

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 ー

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 1 1 0 0 0 0 0 ー

50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 2 1 0 0 0 0 0 ー

0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 ー

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 1 1 0 0 0 0 0 ー

50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 ー

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：土地の実勢価格は万円/㎡

5万円～
10万円未満

10万円～
20万円未満

20万円以上

無回答

累計

平成23年

1万円未満

1万円～
3万円未満

3万円～
5万円未満

土地の実勢価格

保証金

⑩ 地代

表 20 土地の実勢価格別月額地代（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
20,000円
未満

20,000～
25,000円
未満

25,000～
30,000円
未満

30,000～
35,000円
未満

35,000～
40,000円
未満

40,000円
以上

無回答
平均
（円）

469 118 72 73 74 41 70 21 28,919.1

26.3 16.1 16.3 16.5 9.2 15.6

7 5 0 0 2 0 0 0 18,748.7

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 ー

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 ー

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 2 0 0 0 0 0 0 ー

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 3 0 0 0 0 0 0 ー

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 ー

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 0 0 0 2 0 0 0 ー

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 ー

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：土地の実勢価格は万円/㎡

5万円～
10万円未満

10万円～
20万円未満

20万円以上

無回答

平成23年

1万円未満

1万円～
3万円未満

3万円～
5万円未満

累計

土地の実勢価格

月額時代
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⑪ 建物価格

表 21 建物価格（下段：％）

合 計
2,000万円

未満

2,000 ～
2,500万円

未満

2,500 ～
3,000万円

未満

3,000 ～
5,000万円

未満

5,000万円
以上

無回答

581 55 83 59 25 0 359

7 1 2 0 2 0 2

20.0 40.0 0.0 40.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

累計

平成23年

⑫ 周辺の戸建て分譲住宅価格との比較

表 22 修正済戸建分譲住宅と定期借地権付一戸建持家との価格比較 （下段：％）
（保証金＋権利金＋住宅価格）／（修正済戸建分譲価格）

30％未満
30～40％
未満

40～50％
未満

50～60％
未満

60～70％
未満

70～80％
未満

80％以上 無回答

581 1 2 20 29 24 10 6 489

1.1 2.2 21.7 31.5 26.1 10.9 6.5

7 0 0 1 3 1 0 0 2 53.0

0.0 0.0 20.0 60.0 20.0 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：修正済戸建分譲価格＝周辺相場戸建分譲価格×（定期借地権付戸建敷地面積／周辺相場戸建敷地面積）

累計

平成23年

合 計
平均
（％）

（２）分譲マンション

今回のアンケート調査では、平成２３年中に定期借地権を活用して分譲マンショ

ンを供給した、という回答はなかった。

（３）賃貸マンション・アパート

今回のアンケート調査では、平成２３年中に定期借地権を活用して分譲マンショ

ンを供給した、という回答はなかった。
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３．定期借地権付施設の供給実態

（１）土地を貸している場合

表 23 用途別プロジェクト数及び施設数（下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

48 13 5 16 1 7 2 0 2 2

28.3 10.9 34.8 2.2 15.2 4.3 0.0 4.3

51 13 5 19 1 7 2 0 2 2

26.5 10.2 38.8 2.0 14.3 4.1 0.0 4.1

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：プロジェクトに複数の施設がある場合の用途は、主要な施設（面積が最大なもの）の用途とした。

プロジェクト数

施設数

①権利の種類

表 24 権利の種類（上段：プロジェクト数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

48 13 5 16 1 7 2 0 2 2

1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

2.2 0.0 0.0 7.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

44 13 4 13 1 7 2 0 2 2

97.8 100.0 100.0 92.9 100.0 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0

3 0 1 2 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

合計

無回答

地上権

賃借権

②借地権の種類

表 25 借地権の種類（上段：プロジェクト数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

48 13 5 16 1 7 2 0 2 2

9 0 0 1 0 4 1 0 1 2

18.8 0.0 0.0 6.3 0.0 57.1 50.0 0.0 50.0 100.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

39 13 5 15 1 3 1 0 1 0

81.3 100.0 100.0 93.8 100.0 42.9 50.0 0.0 50.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

一般定期借地権

建物譲渡特約付借地権

事業用定期借地権

合計

無回答
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③従前の土地の用途

表 26 従前の土地の用途（上段：プロジェクト数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

48 13 5 16 1 7 2 0 2 2

5 0 0 1 0 2 0 0 0 2

10.4 0.0 0.0 6.3 0.0 28.6 0.0 0.0 0.0 100.0

1 0 0 0 0 0 1 0 0 0

2.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0

9 5 2 1 0 1 0 0 0 0

18.8 38.5 40.0 6.3 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0

2 1 0 0 0 1 0 0 0 0

4.2 7.7 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0

19 1 2 11 1 2 1 0 1 0

39.6 7.7 40.0 68.8 100.0 28.6 50.0 0.0 50.0 0.0

12 6 1 3 0 1 0 0 1 0

25.0 46.2 20.0 18.8 0.0 14.3 0.0 0.0 50.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

空地

その他

無回答

農地

合計

住宅用地

学校用地

その他の公共公益施設

④事業の方式

表 27 事業の方式（上段：プロジェクト数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

48 13 5 16 1 7 2 0 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

2.1 0.0 0.0 6.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

46 13 5 14 1 7 2 0 2 2

95.8 100.0 100.0 87.5 100.0 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0

1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

2.1 0.0 0.0 6.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

無回答

合計

直営

転貸

転売

代理

その他
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⑤敷地面積

表 28 敷地面積（上段：プロジェクト数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

48 13 5 16 1 7 2 0 2 2

3 1 0 0 0 0 1 0 1 0

6.4 7.7 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0

7 2 0 2 0 3 0 0 0 0

14.9 15.4 0.0 13.3 0.0 42.9 0.0 0.0 0.0 0.0

9 3 1 2 0 3 0 0 0 0

19.1 23.1 20.0 13.3 0.0 42.9 0.0 0.0 0.0 0.0

7 3 1 0 1 0 0 0 0 2

14.9 23.1 20.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

7 2 2 1 0 1 1 0 0 0

14.9 15.4 40.0 6.7 0.0 14.3 50.0 0.0 0.0 0.0

5 0 1 3 0 0 0 0 1 0

10.6 0.0 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

6 1 0 5 0 0 0 0 0 0

12.8 7.7 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 1 0 2 0 0 0 0 0 0

6.4 7.7 0.0 13.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

8,521

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

無回答

平均(㎡)

合計

15000～30000㎡未満

5000～10000㎡未満

10000～15000㎡未満

500㎡未満

500～1000㎡未満

1000～3000㎡未満

3000～5000㎡未満

30000㎡以上

⑥延床面積
表 29 延床面積（上段：プロジェクト数、下段：％）

合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

48 13 5 16 1 7 2 0 2 2

8 3 2 1 0 1 1 0 0 0

30.8 37.5 100.0 16.7 0.0 20.0 100.0 0.0 0.0 0.0

3 1 0 0 1 1 0 0 0 0

11.5 12.5 0.0 0.0 100.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 1 0 1 0 2 0 0 0 0

15.4 12.5 0.0 16.7 0.0 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 2 0 0 0 0 0 0 0 1

11.5 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

3 0 0 0 0 1 0 0 1 1

11.5 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 100.0 50.0

5 1 0 4 0 0 0 0 0 0

19.2 12.5 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

22 5 3 10 0 2 1 0 1 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

5,525.0

無回答

平均(㎡)

1000～3000㎡未満

3000～5000㎡未満

5000～10000㎡未満

10000㎡以上

合計

500㎡未満

500～1000㎡未満
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⑦借地期間

表 30 借地期間（上段：プロジェクト数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

48 13 5 16 1 7 2 0 2 2

8 4 3 1 0 0 0 0 0 0

16.7 30.8 60.0 6.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 2 0 1 0 0 0 0 0 0

6.3 15.4 0.0 6.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 1 1 0 0 0 0 0 0 0

4.2 7.7 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 0 0 1 0 0 1 0 0 0

4.2 0.0 0.0 6.3 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0

15 5 0 8 0 1 0 0 1 0

31.3 38.5 0.0 50.0 0.0 14.3 0.0 0.0 50.0 0.0

9 1 1 4 1 2 0 0 0 0

18.8 7.7 20.0 25.0 100.0 28.6 0.0 0.0 0.0 0.0

9 0 0 1 0 4 1 0 1 2

18.8 0.0 0.0 6.3 0.0 57.1 50.0 0.0 50.0 100.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

20年超50年未満

無回答

50年以上

10年超15年未満

15年

15年超20年未満

20年

合計

10年

表 31 借地期間（上段：プロジェクト数、下段：％）

合 計
一般定期
借地権

建物譲渡特
約付借地権

事業用定期
借地権

48 9 0 39

8 0 0 8

16.7 0.0 0.0 20.5

3 0 0 3

6.3 0.0 0.0 7.7

2 0 0 2

4.2 0.0 0.0 5.1

2 0 0 2

4.2 0.0 0.0 5.1

15 0 0 15

31.3 0.0 0.0 38.5

9 0 0 9

18.8 0.0 0.0 23.1

9 9 0 0

18.8 100.0 0.0 0.0

0 0 0 0

24年2ヶ月 50年3ヶ月 - 18年2ヶ月

52年 52年 - 35年
最長

平均

無回答

15年超20年未満

20年

20年超50年未満

50年以上

合計

10年

10年超15年未満

15年
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⑧一時金

表 32 一時金（上段：プロジェクト数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

48 13 5 16 1 7 2 0 2 2

31 11 5 13 1 1 0 0 0 0

83.8 91.7 100.0 92.9 100.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 0 0 1 0 0 0

2.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

5 1 0 1 0 2 0 0 1 0

13.5 8.3 0.0 7.1 0.0 66.7 0.0 0.0 100.0 0.0

11 1 0 2 0 4 1 0 1 2

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

権利金

無回答

保証金（敷金）

保証金＋権利金

前払賃料

一時金無し

合計

表 33 土地の実勢価格別保証金（上段：プロジェクト数、下段：％）

合 計
500万円
未満

500～
1000万円

未満

1000～
3000万円

未満

3000～
5000万円

未満

5000～
10000万

円
未満

10000万
円

以上
無回答

平均
（万円）

48 15 2 4 3 4 9 11

40.5 5.4 10.8 8.1 10.8 24.3

2 0 0 0 0 0 0 2

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

11 8 0 1 1 0 0 1

80.0 0.0 10.0 10.0 0.0 0.0

3 1 0 0 1 0 0 1

50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0

10 1 0 1 0 2 5 1

11.1 0.0 11.1 0.0 22.2 55.6

4 1 0 1 0 1 0 1

33.3 0.0 33.3 0.0 33.3 0.0

2 2 0 0 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 0 0 0 1

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

15 2 2 1 1 1 4 4

18.2 18.2 9.1 9.1 9.1 36.4

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：土地の実勢価格は万円/㎡

ー

3万円～
5万円未満

ー

ー

10万円～
20万円未満

ー

合計 6,155.6

1万円未満 ー

1万円～
3万円未満

ー

ー

50万円以上 ー

無回答

20万円～
50万円

5万円～
10万円未満

土地の実勢価格

保証金
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表 34 保証金（上段：プロジェクト数、下段：％）

合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

48 13 5 16 1 7 2 0 2 2

15 4 2 4 1 3 0 0 1 0

40.5 33.3 40.0 28.6 100.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0

2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

5.4 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 3 1 0 0 0 0 0 0 0

10.8 25.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 1 2 0 0 0 0 0 0 0

8.1 8.3 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 1 0 3 0 0 0 0 0 0

10.8 8.3 0.0 21.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

9 1 0 7 0 0 1 0 0 0

24.3 8.3 0.0 50.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

11 1 0 2 0 4 1 0 1 2

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

500万円未満

合計

5000万円～10000万円未満

6,155.6

10000万円以上

無回答

平均（万円）

500～1000万円未満

1000万円～3000万円未満

3000万円～5000万円未満

表 35 前払い賃料（上段：プロジェクト数、下段：％）

合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

48 13 5 16 1 7 2 0 2 2

37 12 5 14 1 3 1 0 1 0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 100.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

11 1 0 2 0 4 1 0 1 2

0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平均（万円）

200～300万円未満

300～500万円未満

無回答

100万円未満

100～200万円未満

500万円以上

なし

合計
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⑨地代

表 36 土地の実勢価格別月額地代（上段：プロジェクト数、下段：％）

合 計
1万円
未満

1～
10万円
未満

10～
50万円
未満

50～
100万円
未満

100万円
以上

無回答
平均
（万円）

48 5 5 9 5 19 5 228.7

11.6 11.6 20.9 11.6 44.2

2 2 0 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

11 3 3 3 2 0 0

27.3 27.3 27.3 18.2 0.0

3 0 0 0 1 2 0

0.0 0.0 0.0 33.3 66.7

10 0 0 2 0 7 1

0.0 0.0 22.2 0.0 77.8

4 0 1 0 1 2 0

0.0 25.0 0.0 25.0 50.0

2 0 0 2 0 0 0

0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

1 0 1 0 0 0 0

0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

15 0 0 2 1 8 4

0.0 0.0 18.2 9.1 72.7

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

無回答 ー

3万円～
5万円未満

ー

1万円未満 ー

1万円～
3万円未満

ー

合計

20万円～
50万円

ー

50万円以上 ー

5万円～
10万円未満

ー

10万円～
20万円未満

ー

土地の実勢価格

月額時代

表 37 月額地代（上段：プロジェクト数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

48 13 5 16 1 7 2 0 2 2

5 0 0 1 0 2 1 0 1 0

11.6 0.0 0.0 6.7 0.0 33.3 50.0 0.0 100.0 0.0

5 1 1 1 2 0

11.6 7.7 20.0 6.7 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

9 4 1 2 2 0

20.9 30.8 20.0 13.3 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

5 5 0

11.6 38.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

19 3 3 11 1 1 0

44.2 23.1 60.0 73.3 100.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0

5 0 0 1 0 1 0 0 1 2

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

228.7平均（万円）

合計

1万円未満

1～10万円未満

10万円～50万円未満

50万円～100万円未満

100万円以上

無回答
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表 38 土地の実勢価格別 100 ㎡当たりの月額地代（上段：プロジェクト数、下段：％）

合 計
5,000円
未満

5,000 ～
10,000円
未満

10,000～
15,000円
未満

15,000～
20,000円
未満

20,000～
25,000円
未満

25,000円
以上

無回答
平均
（円）

48 40 1 0 0 1 0 6

95.2 2.4 0.0 0.0 2.4 0.0

2 2 0 0 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

11 11 0 0 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 2 1 0 0 0 0 0

66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

10 8 0 0 0 0 0 2

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 4 0 0 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 2 0 0 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 1 0 0 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

15 10 0 0 0 1 0 4

90.9 0.0 0.0 0.0 9.1 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

2,488.2

ー

20万円～
50万円

50万円以上

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

1万円～
3万円未満

5万円～
10万円未満

10万円～
20万円未満

無回答

全体

1万円未満

3万円～
5万円未満

土地の実勢価格

月額時代

表 39 100 ㎡当たりの月額地代（上段：プロジェクト数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

48 13 5 16 1 7 2 0 2 2

40 13 5 13 0 6 2 0 1 0

95.2 100.0 100.0 92.9 0.0 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0

1 0 0 0 1 0 0 0 0 0

2.4 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

2.4 0.0 0.0 7.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

6 0 0 2 0 1 0 0 1 2

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

2,488

15,000 ～20,000円未満

20,000 ～25,000円未満

合計

5,000円未満

5,000 ～10,000円未満

無回答

平均（円）

25,000円以上

10,000 ～15,000円未満
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（２）土地を借りている場合

表 40 用途別プロジェクト数及び施設数（上段：プロジェクト数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

4 0 0 0 0 1 0 1 2 0

0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 25.0 50.0

4 0 0 0 0 1 0 1 2 0

0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 25.0 50.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

注：プロジェクトに複数の施設がある場合の用途は、主要な施設（面積が最大なもの）の用途とした。

プロジェクト数

施設数

①権利の種類

表 41 権利の種類（上段：プロジェクト件数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

4 0 0 0 0 1 0 1 2 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 0 0 0 0 1 0 1 2 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

無回答

合計

地上権

賃借権

②借地権の種類
表 42 借地権の種類（上段：プロジェクト件数、下段：％）

合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

4 0 0 0 0 1 0 1 2 0

1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 0 0 0 0 0 0 1 2 0

75.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

合計

一般定期借地権

建物譲渡特約付借地権

無回答

事業用定期借地権
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③敷地面積

表 43 敷地面積（上段：プロジェクト件数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

4 0 0 0 0 1 0 1 2 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 0 0 0 1 0 0

25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

2 0 0 0 0 1 0 0 1 0

50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 50.0 0.0

1 0 0 0 0 0 0 0 1 0

25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,457.1

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

合計

3000㎡～5000㎡未満

15000㎡～30000㎡未満

30000㎡以上

平均（㎡）

500㎡未満

500～1000㎡未満

1000㎡～3000㎡未満

5000㎡～10000㎡未満

10000㎡～15000㎡未満

無回答

④借地期間

表 44 借地期間（上段：プロジェクト件数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

4 0 0 0 0 1 0 1 2 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 0 0 0 0 1 0

25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

2 0 0 0 0 0 0 1 1 0

50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 50.0 0.0

1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

合計

10年

10年超15年未満

15年

15年超20年未満

20年

20年超50年未満

50年以上

無回答
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表 45 借地期間（上段：プロジェクト件数、下段：％）

合 計 一般定期借地権
建物譲渡

特約付借地権
事業用定期借地権

4 1 0 3

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 1

25.0 0.0 0.0 33.3

2 0 0 2

50.0 0.0 0.0 66.7

1 1 0 0

25.0 100.0 0.0 0.0

0 0 0 0

34年3ヶ月 55年1ヶ月 - 27年0ヶ月

55年1ヶ月 55年1ヶ月 - 32年0ヶ月

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

合計

10年

10年超15年未満

15年

無回答

平均

最長

15年超20年未満

20年

20年超50年未満

50年以上

⑤事業の方式

表 46 事業の方式（上段：プロジェクト件数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

4 0 0 0 0 1 0 1 2 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 0 0 0 0 0 0 1 2 0

75.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0

1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

合計

代理

転売

転貸

直営

その他

無回答
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⑥一時金

表 47 一時金（上段：プロジェクト件数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

4 0 0 0 0 1 0 1 2 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 0 0 0 0 0 0 1 1 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0

2 0 0 0 0 0 1 0 1 0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

前払賃料

一時金無し

無回答

合計

保証金（敷金）

権利金

⑦地代

表 48 月額地代（上段：プロジェクト件数、下段：％）
合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

4 0 0 0 0 1 0 1 2 0

1 0 0 0 0 0 0 1 0 0

33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 0 0 0 0 1 0

33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 0 0 0 0 1 0

33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

117.9

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

無回答

平均（万円）

50～100万円未満

100万円以上

合計

1万円未満

1～10万円未満

10～50万円未満
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表 49 100 ㎡当たりの月額地代（上段：プロジェクト件数、下段：％）

合 計 工場 オフィス 小売 飲食 医療福祉 教育 庁舎 その他 無回答

4 0 0 0 0 1 0 1 2 0

2 0 0 0 0 0 0 1 1 0

66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 50.0 0.0

1 0 0 0 0 0 0 0 1 0

33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

2,972

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

15,000 ～20,000円未満

20,000 ～25,000円未満

無回答

平均（円）

25,000円未満

合計

5,000円未満

5,000 ～10,000円未満

10,000 ～15,000円未満
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IV参考資料（調査票）
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